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Abstract: Recent years, many disasters that depend on the great earthquakes were reported 
 in our country. Thus we have been developing rescue robots using to search victim in 
 collapsed building. Even the third type rescue robot we have developed and achieved some 
 basic motions. As the next step we are developing fourth type rescue robot, it aims to more 
 miniaturization and multifunction. We achieved about forty percent size down, and it can 
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図 1 レスキューロボット ReBo 1号機 
 












図 2 レスキューロボット ReBo 2号機 
 
２．３ レスキューロボット ReBo 3号機 
 
 これまで通りユニット構造を基本とし，ReBo 2号機の
問題点を改善すべく ReBo 3号機の設計・開発を行った． 
 地面との接地面積を大きくし安定性を向上するため
に，ユニット形状を円筒形状から直方体にした．1 ユニ



















図 3 レスキューロボット ReBo 3号機 
 










ラには Microchip 社の dsPIC を選定した．dsPIC はマイ
コン機能と DSP機能を併せ持っており，人命探索で使用
するセンサ類を容易に搭載できるようになると考えたか
らである．ReBo 4号機の結合時の CADイメージを図 4
に示す． 
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図 6 モータドライバ回路 
 
モータの制御には，励磁方法の中で最も高い出力トル
















相 1+iφ ， 1−iφ を取得する．ユニット iの場合，この共有
メモリから得られた位相 1−iφ と，あらかじめ与えておい
たユニット間の位相差 から位相iD iφ を計算することが
できる．ユニットを連結した時，各ユニットのモータは， 
地面と水平方向と垂直方向に配置されている．モータの 











図 7 ユニット間データフロー 
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図 8 4 号機駆動ユニット 
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ボット ReBo 4 号機の設計・開発に努めた．その結果，
ロボット本体が完成し，1ユニットが長さ 9.8cm，縦･横
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